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⑥津波 

●津波浸水想定区域 

・沿岸部を中心に市街地の広い範囲が浸水想定区域であり、浸水深が３ｍを超えるエリアが沿岸部

と吉野川左岸側の川内町を中心に広がっています。 

・居住促進区域においては、木造建築物の全壊のおそれがある浸水深２ｍ以上のエリアは約４割

（41.1％）を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■津波浸水区分別の面積割合（単位：％）

■津波浸水想定区域の指定状況

南海トラフ巨大地震 震源モデル 

出典：徳島県「徳島県オープンデータポータル」（2017 年(平成 29 年)９月 29 日）

 

浸水区分（ｍ） 

        

合計 
～0.3 

0.3～

1.0 

1.0～

2.0 

2.0～

3.0 

3.0～

4.0 

4.0～

5.0 

5.0～

10.0 
10.0～ 

市全域 0.9 3.1 7.9 10.0 5.0 0.2 0.0 0.0 27.1 

市街化区域 1.8 8.2 25.7 31.9 4.4 0.0 0.0 0.0 72.0 

居住促進区域 1.9 6.8 24.8 37.6 3.5 0.0 0.0 0.0 74.6 

※各区域の面積については GIS 上で計測 
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⑦ため池氾濫 

●ため池浸水想定区域 

・ため池浸水想定区域の多くは、居住促進区域外に分布していますが、一部、居住促進区域にも含

まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ため池浸水想定区域の指定状況

南海トラフ巨大地震などでため池が決壊した場合を想定 

（決壊後 30 分後に到達する区域の最大範囲と最大浸水深） 

出典：徳島市耕地課「徳島市ため池ハザードマップ」 

（2016 年(平成 28 年)３月、2019 年(令和元年)９月、2020 年(令和２年)10 月） 
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（参考）過去の浸水痕跡 

●浸水痕跡（平成 26 年台風 12 号・11 号） 

・国土交通省四国地方整備局の報告「平成26年台風12号・11号による四国地域の水害・土砂災害」

（2014 年（平成 26 年）11 月）によると、平成 26 年台風 12 号・11 号による８月１日～10 日の雨

量は、徳島県南部で 1,500mmを超えたほか、高知県では 2,000mmを超える雨量を記録しています。

（参考：徳島県の洪水浸水想定区域の計画規模の降雨条件が「吉野川岩津上流域の２日間総雨量 440mm」） 

・徳島市の浸水状況をみると、居住促進区域外のエリアに浸水エリアが広がっています。 

 

  
■平成 26 年台風 12 号・11 号の浸水痕跡マップ

出典：徳島県「平成 26 年台風 12 号・11 号浸水痕跡マップ」(2015 年（平成 27 年）３月 24 日)



82 

３ 各地域の防災上の課題・取組方針・具体的な取組 

「２ 本市が抱える防災上の課題」を踏まえ、第３章で「まちづくりにおける防災上の対応方針」を

『総合的な防災・減災対策により、被害を最小限に抑える強靭なまちづくり』と設定しました。この方

針に沿って、地域ごとに必要となる対策の検討を、ミクロ分析により行います。 

災害の特性に応じ「Ⅰ．台風や大雨を起因とした災害（洪水、高潮、土砂災害、ため池氾濫）」及び

「Ⅱ．地震を起因とした災害（地震、土砂災害、液状化、津波、ため池氾濫）」について、災害に係る

課題、取組方針及び具体的な取組を、居住促進区域を有する地域ごとに整理します。 

なお、取組方針については、次頁の①～⑨の項目で整理するとともに、「災害リスクの低減（ハー

ド・ソフト両面から被害を軽減させるための取組）」又は「災害リスクの回避（災害時に被害が発生し

ないようにする（回避する）ための取組）」に分類して示します。 

 具体的な取組は、本市の上位計画である「第２期徳島市国土強靭化地域計画」と整合を図ります。取

組の詳細は、引用元をご参照ください。 

また、取組の実施時期の目標を、短期（概ね５年以内）、中期（概ね 10 年以内）、長期（計画期間

2040 年度（令和 22年度）までの 17年以内）に区分して整理します。 

なお、Ｃ、Ｄ地域は居住促進区域を有しないため、参考として課題を記載しています。 

 

第３章 立地適正化に関する基本的な方針 ３ まちづくりにおける防災上の対応方針（P.33）再掲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

  

 

・市街地が吉野川の氾濫平野に形成され、既に都市機能や居住人口が集積しており、台風や大雨

を起因とする被害を完全に排除することは難しい地形条件 

・南海トラフ巨大地震が発生した場合に、市全域で震度６以上の強い揺れが想定されるほか、津

波浸水想定区域は市街地の広範囲 

徳島市が抱える防災上の課題 

地域の災害特性を踏まえつつ、ハード・ソフト両面からの総合的な 

防災・減災対策により、災害リスクの回避・低減を図り、被害を最小 

限に抑えていきます。 

 

まちづくりにおける防災上の対応方針 

総合的な防災・減災対策により、被害を最小限に抑える強靭なまちづくり 
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 ■取組方針の項目 

No 取組方針 
取組の

分類 
具体的な取組 

引用 

「第２期徳島市国土 

強靭化地域計画」 

施策 No※１ 

① 

避難行動の迅速化のた

めの災害情報の収集・

発信 

低減 

(ソフト) 

無線機等の整備による情報収集・伝達手

段の確保 
54 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 49 

避難支援マップの作成 57 

② 
地域の防災力・防災機

能の強化 

低減 

(ソフト) 

地域防災力向上のための自主防災組織活

動促進 
52 

防火・防災意識の普及啓発 67 

応急手当の普及啓発 62 

徳島市民総合防災訓練 55 

防災サポーターの登録育成 56 

老朽建築物の安全対策の促進 34 

住宅・建築物の耐震化促進等 33 

③ 避難環境の整備・充実 
低減 

(ソフト) 

福祉避難所の拡充 15 

地区別津波避難計画の策定 58 

地域への避難行動要支援者名簿の提供及

び個別避難計画作成の推進 
16 

要配慮者利用施設における避難確保計画

の作成促進 
41 

災害種別図記号による避難場所標識板の

設置 
50 

④ 
国・県・市の連携によ

る流域治水の取組 

低減 

(ハード) 

雨水貯留施設の整備※２ 

― 
排水機場・水路の整備※２ 

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域）※２ 

河道掘削、堤防整備等（勝浦川流域）※２ 

都市浸水対策 37 

⑤ 道路の防災機能強化 
低減 

(ハード) 

都市計画道路の整備（事業中のみ記載） 28 

緊急輸送道路等における橋りょうの耐震化 26 

無電柱化の促進 24 

⑥ 下水道の防災性強化 
低減 

(ハード) 
下水道施設の地震対策 38 

⑦ 上水道の防災性強化 
低減 

(ハード) 
水道施設の耐震化 74 

⑧ 
防災拠点の整備・機能

強化 

低減 

(ハード) 
徳島市本庁舎の浸水対策 1 

⑨ 
リスク回避のための土

地利用の推進 

回避 

(ソフト) 

市街化調整区域の「災害リスクの高いエ

リア」における開発行為の原則禁止また

は厳格化 

― 

※１「第２期徳島市国土強靭化地域計画」施策 Noから引用 

※２④国・県・市の連携による流域治水の取組は各河川の流域治水プロジェクトから引用 
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（１）Ａ地域（川内・応神） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

≪Ａ地域全域≫ 

川内地区 応神地区 

・垂直避難困難な建物が集積。 

洪水 

・ほぼ全域が破堤後 1 時間以内に浸水想定区域に
含まれ、概ね 72 時間以内に治まる見通し。 

・四国縦貫自動車道（徳島自動車道）を除く緊急
輸送道路が氾濫流により不通となるおそれ。 

洪水 高潮 

・氾濫流により不通となるおそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

家屋倒壊等氾濫 高潮 洪水 

≪Ａ地域全域≫ 

川内地区 
応神地区 

・早期に浸水するエリア
で、後期高齢者が比較
的多い。 

洪水 

④国・県・市の連携による流域治
水の取組 低減 

家屋倒壊等氾濫 高潮 洪水 

①避難行動の迅速化のための災害情報
の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

家屋倒壊等氾濫 洪水 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

・要配慮者利用施設が氾濫流の
区域に集積。 

家屋倒壊等氾濫 

・河岸侵食により不通となる
おそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

家屋倒壊等氾濫 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 
（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

 

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  

  

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 
（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  

  

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  

  

③避難環境の整

備・充実 

低減 
（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 
（ハード） 

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県  

  

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 

 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

川内地区 

応神地区 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・居住促進区域の一部に、旧
耐震基準木造建物が集積。 

地震 

≪Ａ地域全域≫ 

・地域全域が、液状化危険度が極めて
高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化によ
り不通となるおそれ。 

液状化 

≪Ａ地域全域≫ 

・応神地区の西側の一部を除き、津波浸水想定区
域に含まれる。 

津波 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

地震 津波 液状化 

川内地区 

応神地区 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

・地域全体で震度６強。 

地震 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

地震 

⑤道路の防災機能強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 
 

地震 
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【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

 

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地区別津波避難計画の策定 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

緊急輸送道路等における橋りょうの耐

震化 
市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 
  
図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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（２）Ｂ地域（国府・不動・北井上・南井上） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不動地区 

≪Ｂ地域全域≫ 

 

北井上地区 

南井上地区 

国府地区 

・ほぼ全域が破堤後 1 時間以内に浸水想
定区域に含まれ、地域内の多くで 72
時間以上の長期にわたって浸水するお
それ。 

洪水 

不動地区 

北井上地区 

南井上地区 

国府地区 

・早期に浸水するエリアで、
後期高齢者が比較的多い。 

洪水 

・垂直避難困難建物が集積。 

洪水 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

・地域内４か所のため池周辺にため池
浸水想定区域が広がり、一部、歩行
避難不可能な箇所も存在する。 

ため池 

≪Ｂ地域全域≫ 

 

・土砂災害（特別）警戒区域、地すべり防
止区域が広がる。 

土砂災害 

・氾濫流及び河岸侵食により
不通となるおそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための
災害情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の
強化 低減 

③避難環境の整備・充実 低減 
④国・県・市の連携による流
域治水の取組 低減 

洪水 家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

洪水 家屋倒壊等氾濫 

⑤道路の防災機能強化 低減 

洪水 

①避難行動の迅速化のための災害情報の
収集・発信低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

ため池 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市   

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  
 

 

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  

  

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  

  

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 

（ハード） 

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県   
 

都市浸水対策 市    

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）徳島西環状

線（（主）徳島環状線）） 
県    

都市計画道路の整備（（都）徳島南環状

線（（国）192 号徳島南環状道路）） 
国    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 

 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・居住促進区域内全体に耐震性が十
分でないと考えられる木造建築物
が分布。 

地震 

≪Ｂ地域全域≫ 

・地域の大部分で震度６強。 
・耐震性が十分でないと考えられる木造建築物
の割合が市全域の平均値より高い。 

地震 

・地域の一部を除き、液状化危険度が極め
て高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不
通となるおそれ。 

液状化 

不動地区 

北井上地区 

国府地区 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

⑤道路の防災機能強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 

地震 

不動地区 

北井上地区 

国府地区 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・地域内４か所のため池周辺にため池浸水想
定区域が広がり、一部、歩行避難不可能な
箇所も存在する。 

ため池 

≪Ｂ地域全域≫ 

 

南井上地区 

・土砂災害（特別）警戒区
域、地すべり防止区域が
広がる。 

土砂災害 

南井上地区 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 

・一部が津波浸水想定区域
に含まれる。 

津波 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

液状化 地震 津波 

⑤道路の防災機能強化 低減 

液状化 地震 

①避難行動の迅速化のための災害情報の
収集・発信低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

ため池 
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【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

  

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）徳島西環状

線（（主）徳島環状線）） 
県    

都市計画道路の整備（（都）徳島南環状

線（（国）192 号徳島南環状道路）） 
国    

緊急輸送道路等における橋りょうの耐

震化 
市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 

 
 
 
 
 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）



92 

（３）Ｅ地域（昭和・津田） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0 0.5 1 1.5 2  km 

0 0.5 1 1.5 2  km 

津田地区 

昭和地区 

≪Ｅ地域全域≫ 

・土砂災害（特別）警戒区域、急
傾斜地崩壊危険区域が居住促進
区域縁辺部に広がる。 

土砂災害 

・津田山など一部を除くほぼ全域が浸水想定
区域に含まれ、概ね 72 時間以内に治まる見
通し。 

高潮 洪水 

津田地区 

昭和地区 

≪Ｅ地域全域≫ 

 

①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
④国・県・市の連携による流域治水の取組 低減 
⑤道路の防災機能強化 低減 

高潮 洪水 

①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

家屋倒壊等氾濫 

・河岸侵食により不通と
なるおそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

⑤道路の防災機能強化 低減 

洪水 高潮 

・土砂災害により不通となる
おそれ 

土砂災害 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市   

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  
 

 

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  

  

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  

  

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 

（ハード） 

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県   
 

都市浸水対策 市    

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）住吉万代園

瀬橋線） 
市    

都市計画道路の整備（（都）徳島東環状

線（（主）徳島環状線）） 
県    

 

 
 
 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0 0.5 1 1.5 2  km 

0 0.5 1 1.5 2  km 

津田地区 

昭和地区 

・地域全域が、液状化危険度が極めて高い地域
となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不通と
なるおそれ。 

液状化 

≪Ｅ地域全域≫ 

 
・地域の大部分で震度７。 
・耐震性が十分でないと考えられる木造建築物
の割合が市全域の平均値より高い。 

地震 

・津田山を除き、ほぼ全域が浸水想定区域
に含まれる。 

津波 

・津田山に土砂災害（特別）
警戒区域、急傾斜地崩壊危
険区域が広がっている。 

土砂災害 

津田地区 

昭和地区 
①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

≪Ｅ地域全域≫ 

 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑤道路の防災機能強化 低減 
⑥下水道の防災性強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 

地震 津波 液状化 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

⑤道路の防災機能強化 低減 

地震 津波 液状化 
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【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

  

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地区別津波避難計画の策定 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市    

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）住吉万代園

瀬橋線） 
市    

都市計画道路の整備（（都）徳島東環状

線（（主）徳島環状線）） 
県    

緊急輸送道路等における橋りょうの耐

震化 
市    

⑥下水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
下水道施設の地震対策 市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

 
  

 
図面データ出典： 
・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 
・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 
・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月） 
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（４）Ｆ地域（渭北・渭東・沖洲） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

渭北地区 

渭東地区 
沖洲地区 

≪Ｆ地域全域≫ 

 

渭北地区 

渭東地区 

沖洲地区 

≪Ｆ地域全域≫ 

 
①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
④国・県・市の連携による流域治水の取組 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

高潮 洪水 家屋倒壊等氾濫 

・ほぼ全域が破堤後1時間以内に浸水想定
区域に含まれ、概ね 72 時間以内に治ま
る見通し。 

洪水 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

⑤道路の防災機能強化 低減 

洪水 高潮 

・氾濫流により不通となる
おそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

・地区内における最大浸水継続時間は、
24～72 時間となっている。 

高潮 

・早期に浸水し、氾濫流の氾濫想
定区域に含まれるエリアで、後
期高齢者が比較的多い。 

洪水 家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

洪水 家屋倒壊等氾濫 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市   

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  
 

 

避難支援マップの作成 市  
 

 

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  
 

 

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  
 

 

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 

（ハード） 

雨水貯留施設の整備 市    

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県   
 

都市浸水対策 市    

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）徳島東環状

線（（主）徳島環状線）） 
県    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 

 
 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

渭北地区 

≪Ｆ地域全域≫ 

 

 
・地域南側の大部分で震度７。 

地震 

沖洲地区 

・地域全域が、液状化危険度が極めて高い地
域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不通
となるおそれ。 

液状化 

渭北地区 

渭東地区 

沖洲地区 

≪Ｆ地域全域≫ 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑤道路の防災機能強化 低減 
⑥下水道の防災性強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

地震 津波 液状化 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・ほぼ全域が津波浸水想定区域に含まれる。 

津波 

渭東地区 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 

⑤道路の防災機能強化 低減 

地震 津波 液状化 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 

地震 
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【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

  

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地区別津波避難計画の策定 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）徳島東環状

線（（主）徳島環状線）） 
県    

緊急輸送道路等における橋りょうの耐

震化 
市    

⑥下水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
下水道施設の地震対策 市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

 

市 

 

   

   

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月） 
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（５）Ｇ地域（佐古・加茂・加茂名） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

佐古地区 
加茂名地区 

加茂地区 

≪Ｇ地域全域≫ 

 
・眉山を除く大部分が破堤後 1 時間以内に
浸水想定区域に含まれ、72 時間以内に浸
水は治まる見通し。 

洪水 高潮 

佐古地区 加茂名地区 

加茂地区 

≪Ｇ地域全域≫ 

 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
④国・県・市の連携による流域治水の取組 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

高潮 洪水 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

・垂直避難困難な建物が集積。 

洪水 高潮 

・地蔵院池周辺にため池浸水想定区
域が広がり、一部、歩行避難不可
能な箇所も存在する。 

ため池 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収
集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

・居住促進区域縁辺部に土砂災害
（特別）警戒区域、急傾斜地崩
壊危険区域、地すべり防止区域
が広がる。 

土砂災害 

・河岸侵食により不通と
なるおそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

ため池 

①避難行動の迅速化のための災害情報
の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

家屋倒壊等氾濫 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

洪水 高潮 
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市   

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  
 

 

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  

  

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  

  

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 

（ハード） 

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県   
 

都市浸水対策 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 
 
 
 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月） 
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

・山地部を除く地域の東側が津波浸水想定
区域に含まれる。 

津波 
・一部を除き、地域の大部分が液状化危険
度が極めて高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不
通となるおそれ。 

液状化 

佐古地区 
加茂名地区 

加茂地区 

佐古地区 

加茂名地区 

加茂地区 

≪Ｇ地域全域≫ 

 
①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑤道路の防災機能強化 低減 
⑥下水道の防災性強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

地震 津波 液状化 

・居住促進区域縁辺部に土砂災害
（特別）警戒区域、急傾斜地崩
壊危険区域、地すべり防止区域
が広がる。 

土砂災害 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・地蔵院池周辺にため池浸水想定区域が
広がり、一部、歩行避難不可能な箇所
も存在する。 

ため池 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 

≪Ｇ地域全域≫ 

 
・地域の大部分で震度６強。 
・耐震性が十分でないと考えられる木造建
築物の割合が市全域の平均値より高い。 

地震 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収
集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収
集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

ため池 

②地域の防災力・防災機能の
強化 低減 

地震 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 



103 

 
【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

  

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地区別津波避難計画の策定 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

緊急輸送道路等における橋りょうの耐

震化 
市    

⑥下水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
下水道施設の地震対策 市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 
 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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（６）Ｈ地域（内町・新町・東富田・西富田） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・破堤後 1 時間以内に大部分が浸水
想定区域に含まれ、72 時間以内に
浸水は治まる見通し。 

洪水 

新町地区 

≪Ｈ地域全域≫ 

内町地区 

東富田地区 
西富田地区 

・山地部などの一部を除き、浸水想定区域に含ま
れ、概ね 72 時間以内に治まる見通し。 

洪水 高潮 

新町地区 

内町地区 

東富田地区 
西富田地区 

≪Ｈ地域全域≫ 

 

⑧防災拠点の整備・機能強化 低減 

洪水 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
④国・県・市の連携による流域治水の取組 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

高潮 洪水 

・居住促進区域縁辺部に土砂災
害（特別）警戒区域、地すべ
り防止区域が広がる。 

土砂災害 

・JRの線路を横断するアンダーパ
スは早期に浸水・冠水する。 

洪水 高潮 

0 500 1000 1500  m 

0 500 1000 1500  m 

①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

①避難行動の迅速化のための災害情報の
収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

洪水 高潮 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市   

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  
 

 

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  

  

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  

  

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 

（ハード） 

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県   
 

都市浸水対策 市    

⑧防災拠点の整

備・機能強化 

低減 

（ハード） 
徳島市本庁舎の浸水対策 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 

 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

新町地区 

≪Ｈ地域全域≫ 

内町地区 

・居住促進区域縁辺部に土砂災
害（特別）警戒区域、地すべ
り防止区域が広がる。 

土砂災害 

東富田地区 
西富田地区 

・地域の市街地の大部分で震度７。 

地震 

・山地部を除く地域全域が、液状化危険度
が極めて高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不
通となるおそれ。 

液状化 

・山地部などの一部を除き、津波浸水想定区
域に含まれる。 

津波 

新町地区 

内町地区 

西富田地区 

東富田地区 
≪Ｈ地域全域≫ 

 

 
①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑤道路の防災機能強化 低減 
⑥下水道の防災性強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

地震 津波 液状化 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

⑧防災拠点の整備・機能強化 低減 

地震 津波 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

0 500 1000 1500  m 

0 500 1000 1500  m 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 

①避難行動の迅速化のための災害情報
の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

②地域の防災力・防災機能の
強化 低減 

 

地震 



107 

 
【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市  

  

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地区別津波避難計画の策定 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

緊急輸送道路等における橋りょうの耐

震化 
市    

無電柱化の促進 市    

⑥下水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
下水道施設の地震対策 市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

⑧防災拠点の整

備・機能強化 

低減 

（ハード） 
徳島市本庁舎の浸水対策 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

  
 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月） 
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（７）Ｉ地域（八万・勝占） 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅰ-2．台風や大雨を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八万地区 

・居住促進区域縁辺部に土砂災
害に関する区域が広がる。 

土砂災害 

勝占地区 

≪Ｉ地域全域≫ 

 
・山側を除き、ほぼ全域が浸水想定区域に含まれる。 
・居住促進区域の浸水は、概ね 72 時間以内に治まる見通し。 

洪水 高潮 

≪Ｉ地域全域≫ 

 

八万地区 

勝占地区 

・垂直避難困難な
建物が集積。 

洪水 高潮 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

・地域内 11 か所のため池周辺
にため池浸水想定区域が広が
り、一部、歩行避難不可能な
箇所も存在する。 

ため池 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
④国・県・市の連携による流域治水の取組 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

高潮 洪水 

①避難行動の迅速化のための災
害情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強
化 低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 

・氾濫流及び河岸侵食に
より不通のおそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための災害情報の
収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

家屋倒壊等氾濫 

①避難行動の迅速化のための災害
情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 
低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

高潮 洪水 

⑤道路の防災機能強化 低減 

洪水 高潮 

①避難行動の迅速化のための災
害情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強
化 低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

ため池 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡
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【Ⅰ-3．台風や大雨を起因とした災害に係る具体的な取組】 

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達

手段の確保 
市   

 

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市  
 

 

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織

活動促進 
市  

  

防火・防災意識の普及啓発 市  

  

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市  

  

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市  

  

地域への避難行動要支援者名簿の提供

及び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成促進 
市    

災害種別図記号による避難場所標識板

の設置 
市  

  

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組  

低減 

（ハード） 

排水機場・水路の整備 市    

河道掘削、堤防整備等（吉野川流域） 国・県   
 

河道掘削、堤防整備等（勝浦川流域） 県    

都市浸水対策（八万地区） 市    

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）阿南鳴門線

（徳島南部自動車道（徳島津田 IC～阿南

IC））） 

国    

都市計画道路の整備（（都）徳島南環状

線（（国）192 号徳島南環状道路）） 
国    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高い

エリア」における開発行為の原則禁止

または厳格化 

市    

 
 
 
  

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【Ⅱ-2．地震を起因とした災害に係る取組方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

八万地区 

勝占地区 

・山側の一部を除き、地域全域で液状化危
険度が極めて高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不
通となるおそれ。 

液状化 

・耐震性が十分でないと
考えられる木造建築物
が集積。 

地震 

≪Ｉ地域全域≫ 

 

 
・地域の市街地の大部分で震度７。 
・耐震性が十分でないと考えられる木造建
築物の割合が市全域の平均値より高い。 

地震 

・山地部を除き、津波浸水想定区域に含ま
れる。 

津波 

八万地区 

勝占地区 

≪Ｉ地域全域≫ 

 

 

②地域の防災力・
防災機能の強化 
低減 

地震 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

0 1 2 3 4  km 

0 1 2 3 4  km 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・地域内 11 か所のため池周
辺にため池浸水想定区域が
広がり、一部、歩行避難不
可能な箇所も存在する。 

ため池 

①避難行動の迅速化のための災害情報の収集・発信 低減 
②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 
⑤道路の防災機能強化 低減 
⑥下水道の防災性強化 低減 
⑦上水道の防災性強化 低減 
⑨リスク回避のための土地利用の推進 回避 

地震 津波 液状化 

・居住促進区域縁辺部に土砂災
害に関する区域が広がる。 

土砂災害 

・沿道建物の倒壊により
緊急輸送道路が不通に
なるおそれ。 

地震 

①避難行動の迅速化のための災害情報の
収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強化 低減 
③避難環境の整備・充実 低減 

⑤道路の防災機能強化 低減 

地震 津波 液状化 

①避難行動の迅速化のための災
害情報の収集・発信 低減 

②地域の防災力・防災機能の強
化 低減 

③避難環境の整備・充実 低減 

土砂災害 
ため池 
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【Ⅱ-3．地震を起因とした災害に係る具体的な取組】  

取組方針 

低減 

／ 

回避 

具体的な取組 
実施 

主体 

実施時期の目標 

短期 

（～5年） 

中期 

（～10年） 

長期 

（～17年） 

①避難行動の迅

速化のための

災害情報の収

集・発信 

低減 

（ソフト） 

無線機等の整備による情報収集・伝達手

段の確保 
市  

  

災害用映像情報収集ネットワーク整備 市    

避難支援マップの作成 市  

  

② 地 域 の 防 災

力・防災機能

の強化 

低減 

（ソフト） 

地域防災力向上のための自主防災組織活

動促進 
市    

防火・防災意識の普及啓発 市    

応急手当の普及啓発 市    

徳島市民総合防災訓練 市    

防災サポーターの登録育成 市    

老朽建築物の安全対策の促進 市    

住宅・建築物の耐震化促進等 市    

③避難環境の整

備・充実 

低減 

（ソフト） 

福祉避難所の拡充 市    

地区別津波避難計画の策定 市    

地域への避難行動要支援者名簿の提供及

び個別避難計画作成の推進 
市  

  

要配慮者利用施設における避難確保計画

の作成促進 
市  

  

災害種別図記号による避難場所標識板の

設置 
市  

  

⑤道路の防災機

能強化 

低減 

（ハード） 

都市計画道路の整備（（都）阿南鳴門線（徳

島南部自動車道（徳島津田IC～阿南IC））） 
国    

都市計画道路の整備（（都）徳島南環状

線（（国）192 号徳島南環状道路）） 
国    

緊急輸送道路等における橋りょうの耐震

化 
市    

⑥下水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
下水道施設の地震対策（八万地区） 市    

⑦上水道の防災

性強化 

低減 

（ハード） 
水道施設の耐震化 市    

⑨リスク回避の

ための土地利

用の推進 

回避 

（ソフト） 

市街化調整区域の「災害リスクの高いエ

リア」における開発行為の原則禁止また

は厳格化 

市    

 
 
 

 

図面データ出典： 

・避難所―徳島市防災対策課「指定避難所・補助避難所 一覧表」（2023 年（令和５年）１月 25 日） 

・津波避難ビル・緊急避難場所―徳島市危機管理課「津波避難ビル・緊急避難場所一覧」（2022 年（令和４年）５月 25 日） 

・緊急輸送道路―国土地理院「国土数値情報」（2020年（令和２年）３月）、徳島県「徳島県地域防災計画」（2021年（令和３年）12月）
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■具体的な取組の地域別一覧 

各地域における具体的な取組は、以下のとおりです。 

取組方針 No ① ② ③ 

取
組
の
分
類 

低
減 

（
ソ
フ
ト
） 

低
減 

（
ソ
フ
ト
） 

低
減 

（
ソ
フ
ト
） 

具
体
的
な
取
組 

無
線
機
等
の
整
備
に
よ
る
情
報
収
集
・
伝
達
手
段
の
確
保 

災
害
用
映
像
情
報
収
集
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備 

避
難
支
援
マ
ッ
プ
の
作
成 

地
域
防
災
力
向
上
の
た
め
の
自
主
防
災
組
織
活
動
促
進 

防
火
・
防
災
意
識
の
普
及
啓
発 

応
急
手
当
の
普
及
啓
発 

徳
島
市
民
総
合
防
災
訓
練 

防
災
サ
ポ
ー
タ
ー
の
登
録
育
成 

老
朽
建
築
物
の
安
全
対
策
の
促
進 

住
宅
・
建
築
物
の
耐
震
化
促
進
等 

福
祉
避
難
所
の
拡
充 

地
区
別
津
波
避
難
計
画
の
策
定 

地
域
へ
の
避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
の
提
供
及
び 

個
別
避
難
計
画
作
成
の
推
進 

要
配
慮
者
利
用
施
設
に
お
け
る
避
難
確
保
計
画
の 

作
成
促
進 

災
害
種
別
図
記
号
に
よ
る
避
難
場
所
標
識
板
の
設
置 

居
住
促
進
区
域
を
含
む
地
域 

Ａ地域 
川内 

応神 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

Ｂ地域 
国府 

不動 

北井上

南井上 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● 

Ｅ地域 
昭和 

津田 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

Ｆ地域 
渭北 

渭東 

沖洲 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

Ｇ地域 
佐古 

加茂 

加茂名 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

Ｈ地域 
内町 

新町 

東富田 

西富田 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

Ｉ地域 
八万 

勝占 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 
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取組方針 No ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 

取
組
の
分
類 

低
減 

（
ハ
ー
ド
） 

低
減 

（
ハ
ー
ド
） 

低
減 

（
ハ
ー
ド
） 

低
減 

（
ハ
ー
ド
） 

低
減 

（
ハ
ー
ド
） 

回
避 

（
ソ
フ
ト
） 

具
体
的
な
取
組 

雨
水
貯
留
施
設
の
整
備 

排
水
機
場
・
水
路
の
整
備 

河
道
掘
削
、
堤
防
整
備
等
（
吉
野
川
流
域
） 

河
道
掘
削
、
堤
防
整
備
等
（
勝
浦
川
流
域
） 

都
市
浸
水
対
策 

都
市
計
画
道
路
の
整
備
（
事
業
中
の
み
記
載
） 

緊
急
輸
送
道
路
等
に
お
け
る
橋
り
ょ
う
の
耐
震
化 

無
電
柱
化
の
促
進 

下
水
道
施
設
の
地
震
対
策 

水
道
施
設
の
耐
震
化 

徳
島
市
本
庁
舎
の
浸
水
対
策 

市
街
化
調
整
区
域
の
「
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
エ
リ
ア
」 

に
お
け
る
開
発
行
為
の
原
則
禁
止
ま
た
は
厳
格
化 

居
住
促
進
区
域
を
含
む
地
域 

Ａ地域 
川内 

応神 
 ● ●    ●   ●  ● 

Ｂ地域 
国府 

不動 

北井上

南井上 

 ● ●  ● ● ●   ●  ● 

Ｅ地域 
昭和 

津田 
 ● ●  ● ● ●  ● ●   

Ｆ地域 
渭北 

渭東 

沖洲 

● ● ●  ● ● ●  ● ●  ● 

Ｇ地域 
佐古 

加茂 

加茂名 

 ● ●  ●  ●  ● ●  ● 

Ｈ地域 
内町 

新町 

東富田 

西富田 

 ● ●  ●  ● ● ● ● ● ● 

Ｉ地域 
八万 

勝占 
 ● ● ● ● ● ●  ● ●  ● 
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Ｃ地域（入田・上八万） ※居住促進区域なし 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

上八万地区 

入田地区 

≪Ｃ地域全域≫ 

・地域内14か所のため池周辺にため池浸水
想定区域が広がり、一部、歩行避難不可
能な箇所も存在する。 

ため池 

・住宅団地の一部は地すべ
り防止区域に含まれる。 

土砂災害 

0 1 2 3 4  km 

・垂直避難困難な建物が集積。 

洪水 

・鮎喰川や園瀬川沿川に浸水想定区域や氾
濫流の氾濫想定区域が広がる。 

洪水 

・河岸侵食により不通となるお
それ。 

家屋倒壊等氾濫 

・山地部を中心に土砂災害（特別）警戒区
域が広がる。 

土砂災害 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

上八万地区 

入田地区 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・山地部を除く平地の大部分は液状化危険
度が極めて高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不
通となるおそれ。 

液状化 

≪Ｃ地域全域≫ 

・地域の市街地の大部分で震度６強。 
・耐震性が十分でないと考えられる木造建
築物の割合が市全域の平均値より高い。 

地震 

・地域内14か所のため池周辺にため池浸水
想定区域が広がり、一部、歩行避難不可
能な箇所も存在する。 

ため池 

・住宅団地の一部は地すべ
り防止区域に含まれる。 

土砂災害 

0 1 2 3 4  km 

・住宅団地の一部が大規模盛
土造成地となっている。 

地震 

・山地部を中心に土砂災害（特別）警戒区
域が広がる。 

土砂災害 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 
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Ｄ地域（多家良） ※居住促進区域なし 

【Ⅰ-1．台風や大雨を起因とした災害に係る課題】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅱ-1．地震を起因とした災害に係る課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・勝浦川沿川を中心に、浸水想定区
域が広がる。 

洪水 

≪Ｄ地域全域≫ 

・山地部を中心に土砂災害（特別）警戒区
域、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防
止区域が広がる。 

土砂災害 

・地域内25か所のため池周辺にため池浸水
想定区域が広がり、一部、歩行避難不可
能な箇所も存在する。 

ため池 

多家良地区 

0 1 2 3 4  km 

・垂直避難困難な建物が集積。 

洪水 

・氾濫流及び河岸侵食により不
通となるおそれ。 

家屋倒壊等氾濫 

・氾濫流及び河岸侵食の氾濫想
定区域に要配慮者利用施設が
立地。 

家屋倒壊等氾濫 

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

家屋倒壊等氾濫想定区域

ため池浸水想定区域

平成26年台風11号・12号の浸水履歴

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

0.5m未満

0.5～3m

3～5m

5～10m

10～20m

20m以上

浸水想定区域（洪水・高潮・内水　L2）

平成26年台風11号・12号の浸水痕跡

凡例

都市計画区域

居住促進区域

地区界

鉄道

鉄道駅

緊急輸送道路

緊急輸送道路（未整備区間）

避難所

津波避難ビル・緊急避難場所

土砂災害に関する区域

大規模盛土造成地

ため池浸水想定区域

液状化危険度（南海トラフ巨大
地震）が「高い」又は「極めて高い」

0.01～0.3m

0.3～1m

1～2m

2～3m

3～4m

4m以上

津波浸水想定区域 

・耐震性が十分でないと考え
られる木造建築物が集積。 

地震 

・山地部を除く平地の大部分は液状化危険
度が極めて高い地域となっている。 

・全ての緊急輸送道路が、液状化により不
通となるおそれ。 

液状化 
≪Ｄ地域全域≫ 

・山地部を中心に土砂災害（特別）警戒区
域、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防
止区域が広がる。 

土砂災害 

・地域内25か所のため池周辺にため池浸水
想定区域が広がり、一部、歩行避難不可
能な箇所も存在する。 

ため池 

・地域の市街地の大部分で震度６強。 
・耐震性が十分でないと考えられる木造建
築物の割合が市全域の平均値より高い。 

地震 

多家良地区 

0 1 2 3 4  km 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 

・沿道建物の倒壊により緊急輸
送道路が不通になるおそれ。 

地震 
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４ 防災指針における目標値 

 防災指針における具体的な取組の成果を評価するため、目標値を以下のとおり設定します。 

 防災に係る取組は常に限られた時間で最大限の効果を得られるように進めることが必要です。防災

指針における目標年次は、上位計画である「第２期徳島市国土強靭化地域計画」と整合を図り、2028

年度（令和 10年度）末とし、次回の立地適正化計画改定時に見直しを行うこととします。 

 

 
 

取組方針※１ 具体的な取組 指標 
現状値 

（2023 年４月） 

目標値 

（2028 年度末） 

③避難環境の 

 整備・充実 

地区別津波避難計画 

の策定 

地区別津波避難 

計画策定数 

（全 19 地区） 

15 地区 19 地区 

④国・県・市の

連携による流

域治水の取組 

都市浸水対策※２ 
都市浸水対策 

整備面積 
累計 2,459ha 累計 2,465ha 

※１上記に示す取組方針は、P.83 に示す取組方針と対応しています。 

※２「第２期徳島市国土強靭化地域計画」で定めている具体的な取組を引用しており、状況によっては、 

市街化区域のうち居住促進区域外に及ぶものもあります。 


